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１ 国の施策 １，６７５，２８３千円 

(1) 新型コロナウイルスワクチン接種事業費 １，２１１，０８１千円 

高齢者等向けの４回目接種に必要な経費 

(2) 子育て世帯生活支援特別給付金事業費 ４２２，５６９千円 

低所得の子育て世帯に対して子ども１人あたり５万円を支給する。 

(3) 新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金支給事業費 ３６，６９７千円 

総合支援資金等の特例貸付を終了した世帯等で、一定の要件を満たす世帯に対し支援金

を支給する。月額：単身６万円、２人世帯８万円、３人以上世帯１０万円 

(4) 生活困窮者自立支援事業費（住居確保給付金） ４，９３６千円 

離職等により経済的に困窮し、住居を喪失又は喪失する恐れのある世帯に対して住居確保

給付金を支給する。月額（上限）：単身２．９万円、２人世帯３．５万円、３人世帯３．８万円等 

２ 本市独自施策 ４８１，７０４千円 

(1) 子育て世帯生活応援給付金事業費 ２３４，９８６千円 

「子育て世帯生活支援特別給付金」の受給対象となる低所得の子育て世帯に対し、子ども

１人あたり３万円を支給する。 

(2) 生活よりそい支援金給付事業費 １８，２２６千円 

緊急小口資金の特例貸付を借り入れた世帯に対し、１世帯あたり３万円を支給する。 

(3) 生活再建支援金支給事業費 ２４，８２６千円 

総合支援資金の特例貸付を借り入れた世帯に対し、１世帯あたり３万円を支給する。 

(4) 学校給食費支援事業補助 ５０，４９３千円 

小・中学校の給食材料費や燃料費の高騰が保護者の負担増につながらないように価格上

昇分を補助する。 

(5) 企業とちからあわせる支援金給付事業費 ４０，４４５千円 

事業を継続しようとする中小企業者に対し１事業者あたり１０万円を支給する。 

(6) 路線バス応援事業費 １１２，７２８千円 

経営に大きな影響が生じている路線バス事業者に対し、感染防止対策やバス運行便数の

維持について奨励金を交付する。 

新型コロナ・物価高騰対策関連補正予算 
一般会計関連補正予算総額 ２１億５，６９９万円

感染や重症化の予防のためワクチン接種を促進するとともに、新型コロナウイルスの度重

なる感染拡大により、社会経済が疲弊している中、原油や原材料、食料価格の高騰等に直

面する市民の不安を緩和するため、国の支援策とあわせて、徳島市独自の対策を実施する

ことで、特に子育て世帯や生活困窮者を強力に支援する。あわせて、地域経済の下支えを

行う。 
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１ 公共下水道使用料改定額  ５２８円 

〔料金の比較（２０㎥/１月）〕 

徳島市 全国平均 県内平均 高松市 松山市 高知市 

現在 ２，０８９円 ２，７８７円 ２，９４８円 ２，５０６円 ３，３８５円 ２，９４８円 

改定後 ２，６１７円      

注）特定環境保全公共下水道は２，７５０円（料金改定後５５０円）。 
 

２ 過去の料金改定の状況  

〔料金の比較（２０㎥/１月）〕 

改定年 改定前 改定後 改定額 備考 

平成１８年７月 １，４５９円 １，６８０円 ２２１円 改定率１５．００％ 

平成２５年４月 １，６８０円 ２，０１６円 ３３６円 改定率２０．００％ 

令和４年１０月 ２，０８９円 ２，６１７円 ５２８円 改定率１９．９５％ 

注）特定環境保全公共下水道は初めての改定。消費税率引き上げによる料金改定は除く。 
   
 

３ 公共下水道事業会計の財政収支（見込） 

〔当年度純利益〕                                         （単位 百万円） 

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

現行料金の場合 △１３２ △２７５ △２２７ △２３８ △２４６ 

料金改定した場合 △１３２ △１６１ ２８ １５ ５ 

                                        

〔資金残高〕                                            （単位 百万円） 

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

現行料金の場合 １４２ １８ △３６ △１３９ △３１４ 

 

 

下水道使用料の改定について 

公共下水道事業を取り巻く環境は、人口減少や節水機器の普及などにより使用量が減

少する一方で、施設の保全や計画的な改築・更新、耐震・耐津波対策など、持続的な汚

水処理システムを構築するうえで、非常に厳しい状況である。 

こうした状況を踏まえ、市民の皆さまに将来にわたって安定的に下水道サービスを提供す

ることができるよう、令和３年３月に中長期の経営の基本計画である「徳島市公共下水道

事業経営戦略」を策定し、経営基盤の強化に取り組んでいる。 

経営戦略の中では令和４年４月の料金改定を見込んでいたが、コロナ禍における使用

者の影響を考慮し、令和４年１０月１日以後の使用分から改定することとした。 


